
インド直接税中央委、税務調査手続き電子化を指示

In brief 

インド直接税中央委員会（CBDT）は、2018年 8月 20日付通達（Instruction No. 03 of 2018）に

より、FY2018-19の税務調査は、原則として Income Tax Business Application（ITBA)と呼ばれる

納税者と税務当局との電子的なコミュニケーションツールを用いて実施することを指示しました

（E-proceeding）。対象となるのは 1961 年所得税法 143条(3)に基づく調査*です。 

*1961年所得税法 143 項(3)に基づく調査(scrutiny assessment)とは、日本での一般的な税務調査

に相当する詳細な調査を意味します。

ただし、以下の調査は ITBAを用いないこともできることとされています。 

‐1961 年所得税法のその他の規定（144条、147条、153A 条および 153C 条）に基づく調査 

‐PAN（納税者番号）のない納税者または電子申告（E-filling）アカウントがない納税者に

より提出された申告書の調査 

‐特定の税務署による調査 

‐従来の通達に基づいた調査で、対面調査がすでに行われているケースで承認を得たもの 

など 

 電子手続きによる税務調査であっても、次のような場合、対面による聴取(hearing)が行われま

す。 

-調査官が帳簿の確認を必要とする場合

‐反面調査（examination of the witness）などの場合 

‐更正理由の通知書（show cause notice）に対して納税者が対面による聴取を求める場合 

詳しくは英語版をご覧ください。 

https://www.pwc.in/assets/pdfs/news-alert-

tax/2018/pwc_news_alert_30_august_2018_cbdt_mandates_conduct_of_all_assessments_through_e

proceeding_facility.pdf  

下記までお気軽にお問い合わせくださいませ。 

■デリー/グルガオン

ディレクター 古賀 昌晴 （ムンバイ兼務） 



Direct: +91 (0)124 330 6531 / Mobile: +91 (0) 9650388830  

masaharu.koga@pwc.com 

 

アソシエイトディレクター 中間 雅彦 

Mobile: +91(0)8860932929(India) / +81-(0)80-1226-6207(Japan) 

masahiko.nakama@pwc.com 

 

アソシエイトディレクター 笠井 周(プネ/アーメダバード兼務)(日本国会計士)  

Direct: +91(0)124 4620442 / Mobile: +91(0) 9560106683  

chikashi.kasai@pwc.com 

 

マネジャー 横山 義晃 (コルカタ兼務)(日本国会計士・税理士) 

Direct: +91(0)124 330 6824 / Mobile: +91(0) 9560335454  

yoshiaki.yokoyama@pwc.com 

 

マネジャー  多田  千香子 

Mobile: +91(0)8860160735 

chikako.tada@pwc.com 

  

アソシエイト 芦田 千尋  

Mobile: +91(0)9910397025  

chihiro.ashida@pwc.com 

 

 シニアアナリスト アマン ソラン（日本語可） 

Mobile: +91(0)9718880415 

aman.soran@pwc.com  

 

  

■バンガロール(ハイデラバードおよびチェナイ兼務) 

マネジャー 戸原 英則  (日本国公認会計士) 

Direct: +91 (0) 80 4079 4118  / Mobile: +91 (0) 9902026401  

tohara.hidenori@pwc.com 

 

■ チェナイ 

アソシエイト 山崎 嘉夫 

Direct: +91 (0)44 6607 5328  / Mobile: +91 (0) 9962817839  

yoshio.yamazaki@pwc.com 
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